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5中全会は5カ年計画に加え、
2035年までの長期計画を策定

習指導部は一層地盤を強固に 技術開発によって中国は
中進国の罠を回避へ

成長率の数値目標に言及なし

2020年11月6日

「中国経済、中国市場」

「5中全会」は中国株への長期投資をサポート

5中全会は新たな5カ年計画に加え、
2035年までの長期計画を策定

 中国共産党の重要会議である第19期中央委員会

第5回全体会議（5中全会）が10月26日から

29日にかけて開催されました。

 約200人の委員を抱える党最高機関の中央委員会

は、全体会議を年1～2回開き、5年に1度開催され

る共産党大会に代わり、党の重要政策や人事を決

定します。5中全会は共産党大会後、5回目の全体

会議を指し、5カ年計画などを議論します。全体会議

で決めた基本政策は、全国人民代表大会（全人

代）で追認する仕組みとなっています。

 会議の閉会後に発表されたコミュニケによると、

2021年~2025年の経済政策の基本方針となる

「第14次5カ年計画」が策定されました。この中に、米

中対立の長期化をにらみ、成長の軸足を外需依存か

ら内需主導型への移行を目指す新政策「双循環」が

盛り込まれました。国内経済を輸出依存から転換し、

内需を拡大させ、供給側の構造改革を進めるとして

います。

 また、2035年の長期目標として1人当たりのGDP

（国内総生産）を中程度の先進国の水準に引き上

げることや、トップレベルのイノベーション型国家を目指

すことが掲げられました。習指導部は建国100周年の

2049年に「社会主義現代化強国」を実現するとし、

2035年を中間目標の達成年と位置づけています。

今回は通常の5カ年計画に加え、長期計画も策定し

ました。長期計画を策定するのは25年ぶりのことです。

（出所）各種報道を基に三井住友DSアセットマネジメント作成

【5中全会のコミュニケ抜粋】

コミュニケの主な内容

第14次5カ年計画

・国内経済を外需依存から

内需主導型へ移行し、内需

と外需を好循環させる「双循

環」を促進する

2035年の目標

・1人当たりのGDPを中程度

の先進国の水準に引き上げ

る

・核心的な技術分野で躍進

し、トップレベルのイノベーショ

ン型国家を目指す
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（出所）各種報道を基に三井住友DSアセットマネジメント作成

 今回の5中全会で2035年までの長期目標を

25年ぶりに設定したのは、習近平国家主席が

2022年の共産党大会以降も政権を担う意思の

表れとみられます。

 2010年の5中全会では、現在の習主席が、中

央軍事委員会の副主席に選出され、当時の胡

錦涛国家主席を引き継ぐ最高指導者としての地

位を固めました。しかし、今回の5中全会では、若

手幹部を抜擢する後継者人事はありませんでした。

習主席の後継者につながる人事が示されなかった

ことで、2022年の任期以降も習氏が主席を続

投する可能性が強まりました。

 ただ、これは市場の予想通りでした。2018年の憲

法改正で2期10年とされていた国家主席の任期

が撤廃され、習主席が無期限に国家主席のポス

トにとどまることが可能になりました。さらに、中国共

産党は今年9月、新たな条例で習主席を「核心」

とする権威を幹部が守るよう明文化しました。この

ため、今回、世代交代につながる重要人事は行

われないという見方が一般的でした。

習指導部は一層地盤を強固に

年月 習氏の歩み

2012年11月 習氏が中国共産党総書記に就任

2016年10月
習氏が中国共産党の別格の指導者である「核

心」に位置づけされる

2017年10月 共産党大会で習氏の名前を冠した思想を採用

2018年3月
憲法を改正し、国家主席の任期を撤廃。習氏

の国家主席続投が可能に

【総書記就任後の習氏の歩み】

 習指導部は5中全会において、今後も米国との

激しい対立が見込まれるなか、習氏のトップ続投

を念頭に2035年までの長期目標を掲げることで

求心力を高め、長期政権に向けた地盤固めを強

化したとみられます。

成長率の数値目標に言及なし

 中国国営新華社通信は11月3日、5中全会で

策定した2035年までの長期目標と2021年～

25年の第14次5カ年計画の基本方針の全容を

伝えました。

 その中で、習主席は「2035年までにGDPと1人

当たりの収入を2倍にすることは完全に可能だ」と

の見通しを示しました。ただ、経済成長率の目標

については、新型コロナウイルスの影響や世界経

済の低迷など不確定要素が多いこともあり、具体

的な数値目標の言及はありませんでした。

① 国内と海外の双循環（内需強化と国際競争力向上）

②
改革・開放政策の継続（国内証券の対外開放が含まれると
解釈）

③
経済成長率目標の提示を政府が提言（今回のコミュニケに
成長率への言及なし）

④
イノベーション、高付加価値化、都市化、現代化の推進による

経済発展の実現（ハイテク強化が含まれると解釈）

⑤
2035年までにGDP倍増を達成（過去の経験から実質値と
推測、2021～2035年の平均成長率は4.7％となる）

⑥
2027年までに軍の近代化（人民解放軍創立100周年に
向けて台湾・南シナ海などの党の核心的利益を守ると解釈）

（出所）各種報道を基に三井住友DSアセットマネジメント作成

【5中全会の注目ポイント】
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ここも
チェック！

国/地域名
一人当たりGDP

（米ドル）

中国が15年

で到達するた

めの成長率

米国 65,118.4     13.1%

オーストラリア 54,907.1     11.8%

香港 48,755.8     10.9%

ドイツ 46,258.9     10.6%

英国 42,300.3     9.9%

フランス 40,493.9     9.6%

日本 40,246.9     9.5%

OECD加盟国 39,399.0     9.4%

欧州連合 34,843.3     8.5%

イタリア 33,189.6     8.1%

韓国 31,762.0     7.8%

スペイン 29,613.7     7.3%

中国 10,261.7     ー
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2020年10月20日 中国のGDP成長率は＋4.9％、2期連続プラス

2020年10月16日 中国の『国慶節』消費は好調
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 次期5カ年計画の基本方針では、米中対立の長

期化を想定し、ハイテク覇権の争いに向けた産業政

策を盛り込みました。「国家の戦略的科学技術力

の強化」を掲げ、人工知能（AI）や量子情報、半

導体などの分野に重点を置く方針を示しました。ま

た、戦略的な新興産業を発展させる分野として、情

報技術や新エネルギー車、航空・宇宙などを挙げま

した。

 5中全会を受けた数値目標や、より具体的な政策

は、2021年3月の全人代で公表される見通しです。

新型コロナウイルスや米国との対立という難局が続く

中で、外需への依存を薄めて内需を拡大させる「双

循環」の具体策や、国内証券の対外開放を含めた

開放政策、ハイテク産業の振興策などが注目されま

す。

（10億ドル）

（注）データは2001年～2019年。
（出所）世界銀行のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

【中国と米国の名目GDP】

（年）

技術開発によって中国は中進国の罠を回避へ

 なお、2021年~2035年までの15年間で1人当た

りGDPを倍増させるには、年平均4.7%の成長が

必要です。世界銀行によると2019年の中国の名

目GDPは約1万米ドルですので、この倍は2万米ド

ルです。過去、多くの新興国が1万ドルの壁を突破

しきれなかったため、中進国の罠という言葉がありま

すが、中国はそれに陥ることなく成長を続けることが

想定されている事になります。

 一般的に、中進国の罠に陥らずに成長を続けるに

は、人材の育成と技術進歩によって生産性を高め

る事が欠かせません。中国は既に種々の計画により、

技術開発を積極的に進めており、今後も続くとみら

れますので、引き続き高めの経済成長が期待できま

す。

【世界各国・地域の1人当たりGDP】

（注）データは2019年。
（出所）世界銀行のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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